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令和元年６月１日から  令和２年 ５月 31日まで 

 
特定非営利活動法人 Fine 

 
 
 １ 事業報告 
 令和元年は、長年の厚生労働省への働きかけがさらに一つの形となり厚生労働省「不妊治療のための休暇
制度等環境整備事業」検討委員会の委員となり、厚生労働省が初めて「不妊治療と仕事の両立」のために企
業にむけたマニュアルを作成するためのプロジェクトに参加。3月には「不妊治療と仕事の両立サポートハ
ンドブック」が発行されました。また、同じく厚生労働省「ヒト受精胚等へのゲノム編集技術等を用いる研
究に関する合同会議」に委員として参画し、当事者からの意見を都度発表いたしました。不妊治療と仕事の
両立に関しては厚生労働省のハンドブックと併用して使えるような「制度導入促進ガイド」を制作。不妊治
療と仕事の両立可能な社会に向けて、無料ダウンロード版をリリースしました。また不妊退職による経済的
損失を試算し、社会課題の啓発に努めました。1月には国会勉強会を開催し、100名余の国会議員等にご参加
いただき、当事者サポートの必要性を訴えました。新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、情報提供や
オンラインでのカウンセリング、イベント開催などにいち早く着手し、当事者サポートを行ないました。 
 
２ 事業の実施に関する事項 
（１）特定非営利活動に係る事業 
 

事業名 内 容 実 施 
日 時 

実 施 
場 所 

従事者 
の人数 

受益対象者 
の範囲及び 
人 数 

支出額 
（千円） 

 

 不妊に関する
情報提供事業 

年報・メールマガジン等の
発行 

随時 法人事務所  10人 一般市民の人
に不特定多数 

3,258

不妊に関する
情報提供事業 

医療機関の認定審査に参加 年6回 各医療機関等  20人 一般市民の人
に不特定多数 

5,367

不妊に関する
情報提供事業 

不妊に関する学会等への参
加 

年9回 国内・海外会
議場 

 30名 一般市民の人
に不特定多数 

1,807

 
不妊に関する
啓発事業 

勉強会・講座等の開催 月3回 法人事務所等  15人 一般市民の人
に不特定多数 

604
 

 不妊に関する
啓発事業 

パンフレット・リーフレッ
ト等制作費 

随時 法人事務所等 15人 一般市民の人
に不特定多数 

1061 

 不妊に関する
啓発事業 

不妊に関わる署名活動 随時 法人事務所等 30人 一般市民の人
に不特定多数 

683  

 不妊に関する
カウンセリン
グ事業 

ピア・カウンセラー養成講
座および公開講座、各種カ
ウンセリング等 
 

年3回／年2回
／随時 

公共施設等／
法人事務所等 

 25人 一般市民20～
60名／一般市
民の人に不特
定多数 

3,213 

 不妊に関する
情報交換およ
びネットワー
ク構築事業 

イベントの開催 
 

年数回 会議場／法人
事務所 

 100人 一般市民700
名 

1,625 

 不妊に関する
情報交換およ
びネットワー
ク構築事業 

ホームページやＳＮＳの開
設・運営 
 

随時 法人事務所  10人 一般市民の人
に不特定多数 

507 

 不妊に関する
情報交換およ
びネットワー
ク構築事業 

不妊に関する会議の開催 随時 法人事務所等 30人 一般市民の人
に不特定多数 
 

391 

 
 
 


